
 

本論文は 

世界経済評論 2022 年 3/4 月号 
（2016 年１月発行） 

掲載の記事です 

(2022 年 3月発行) 

掲載の記事です 



今回のコラムを書いている時期は，丁度アメリ

カでは 11 月の第 4 木曜日（2021 年は 11 月 25

日）の感謝祭から 12 月 25 日のクリスマスに掛け

てのお祭り気分の真っただ中である。その為，友

人とか親兄弟，親戚の人達に会いに行ったり来た

りすることが多い。私たちは感謝祭の休みにサン

フランシスコ郊外に住む次男の息子の家族と息子

の妻の両親とそのまた親戚の人達と感謝祭のパー

ティーに参加した。またつい最近，私の妻の弟の

家族をフィラデルフィアの郊外にある我が家に招

待して週末を共にした。私の息子の妻の父はガス

コンロ，給湯機器や厨房機器などを扱う日系大手

会社（A社）の米国支店の取扱店を数十年経営し，

日本の経営陣との仕事の関係も密だった。また私

の妻の弟も，同じように，光関連の電子部品や光

速度カメラ，科学測定用カメラ，電子機器等を製

造・販売する日系大手会社（B 社）ので技術者と

して 20 年以上働いている。二人ともドイツ系ア

メリカ人である。今回は別々ではあるが，久しぶ

りに彼らにアメリカ人として日系企業で働いてい

た（いる）ことの良し悪しを聞く機会を持った。

私は国際経営学者だが，日本経営が専門である

訳ではない。その為，日本的経営に関しては知っ

ていることもあるが，勿論知らないことも多い。

今回の驚きは，永く日系企業で働いてきた二人が

別々ではあるが，同じような（必ずしも良くない）

見解を持っていることが分かった。今回は彼らの

見解を基に，アメリカで実践されてる日系企業の

日本的経営の変遷に関して私の感想を書いてみよ

う。ただし，注釈ではあるがサンプル数が二つだ

けなので，統計的に一般化することはできない。

読者の方もご存知の通り，1980 年代から 1990

年代初期に掛けて日系企業の経営手腕の高さが世

界的に評価されていた時代がある。当時ハーバー

ド大学のエズラ・ヴォーゲル氏の 1979 年執筆の

『ジャパン・アズ・ナンバー

ワン』という本は，そのよう

な賞賛の時代を先導するきっ

かけになった。1980 年代ま

でには多くの日系企業が世界

中で一般家庭に知られるようになった。電気電子

業界ではソニー，パナソニック，NEC，東芝，

日立，自動車業界ではトヨタ，日産，ホンダ，マ

ツダ，総合商社では三菱，三井，伊藤忠と枚挙に

遑がない。

日本経営を専門にしている研究者は日系企業の

良さを色々と多く指摘しているが，ここでは主な

三点を取り上げる。第一に，製品設計，エンジニ

アリング，製造，営業，サービスに従事する社員

が市場からの知識の流れと組織内での知識の共有

を行うように連携して作業することである。日系

企業ははるかにフラットな組織構造を持っている。

機能領域を横断する意思決定は，米国式のトップ

ダウンの縦型の管理システムよりも，はるかに速

く情報が組織内で共有されることになる。その

為，日系企業は米国企業よりも顧客のニーズや好

みの変化を製品開発や変更の意思決定に迅速に反

映させることができる。第二に，日系企業の社内

製造品質管理が徹底していることである。一昔前

のソニーの「ゼロ・ディフェクト」運動等に象徴

されたように，製品のトータル・クオリティに全

力を注ぐことだ。第三に，日系企業は資材調達の

上でも関連資材企業と密接な系列関係を活かし品

質管理に重点を置き，製品の品質，信頼性，迅速

な製品開発サイクルを通じて顧客を満足させる効

果に力を入れている。反対に，アメリカ企業はコ

スト削減と財務実績の改善（少なくとも短期的に

は）を重視することで経済効率を追求するため，

資材企業と距離を置いた関係の外注関係（アウト

ソーシングと呼ばれる）に依存することが多い。
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しかし，1991 年以降，日本のいわゆる「バブ

ル経済」が崩壊し始め，日本経済は長期にわたる

不況に陥ってしまい今日まで低迷している。その

結果，日本的経営に対する世界の賞賛も衰え始

め，日本の経営慣行に対する海外の研究者の関心

も衰えてしまっている。それにもかかわらず，私

の親戚の二人は前記した日本経営の良さが継続さ

れていることを指摘しているので，研究者の関心

は薄れてしまっているものの，少なくともアメリ

カで操業している日系企業は日本経営の良いとこ

ろはしっかり守っているようである。また彼らの

言葉を使って言えば，「（アメリカの）競争相手の

製品はガラクタ（crap）だ。特に最近は，アウト

ソーシングをすることによって，益々製品（主な

部品）の質が落ちている。その上，アメリカの製

品は日本の製品と比べて技術的に遅れている。し

かし，アメリカの競争相手は独占力が強く，政治

的なコネも強いので，値段だけで競争しようとす

ると負けてしまう」。更に，二人に共通する点は，

「日系企業は，顧客のニーズを速く上手く製品に

反映するばかりでなく，コストはかかるが販売

前，販売後のサービスに特に力を入れて “いた”」

と言う点である。ここで注意していただきたいこ

とは，彼らの表現が過去形であることである。

ここからが，彼らの指摘するアメリカで操業す

る日系企業の「現在」の問題の始まりである。二

人とも永く日系企業で仕事をしていた（いる）の

で，日系企業が株主に対する利益だけでなく，従

業員，顧客の満足も同様に大切だという，所謂，

「ステークホルダー」の日本企業概念を体得して

いる。顧客から製品の問題を指摘されたら，二人

とも即座にアメリカ中どこでも修理・サービスに

飛び回っていた。多くの場合，顧客満足の為，

サービス料金よりもはるかに高い修理・サービス

コストを会社が背負っていたという。私には何と

なく日本的だなと思える。ところが，彼らの勤め

る日系会社も，アメリカでの操業が立ち上がりあ

る程度安定すると，今まで日本から派遣されてい

た日本人の上級経営管理層にはアメリカ人が就く

ようになったと言う。多くの場合，アメリカ人の

上級経営管理層は金融専攻でMBA を持った人が

多いようだ。その結果，日系企業でありながらも

「ステークホルダー」志向から「シェアホルダー

（株主）」志向に移りつつあることを，彼らは嘆い

ている。従業員も顧客も最低限にしか大切にしな

い「アメリカ」の会社に変化してしまっているこ

とを嘆いている。この二つの会社に程度の差はあ

るようだが，金融専攻のMBA を持った管理者を

増加させてしまうと，アメリカで操業する日系企

業の日本経営の「良さ」が失われてしまうという

因果関係があるのではないだろうかと疑いたくな

る。

2019 年 11 月付の経済産業省事務局説明資料の

データによると，2018 年付でアメリカ企業の平

均株主資本利益率（ROE）は 18％，ヨーロッパ

企業が 12％，日本企業が 9％と発表されている。

過去 10 年を平均値で見ると，アメリカ企業：

17％，ヨーロッパ企業：12％，日本企業：6％程

である。つまり，欧米の企業と比較して日本企業

の ROE は抜きん出て低いが，最近上向きでもあ

る。それが何を意味するかは多分複雑なのだろう

が，アメリカで操業する日系企業も「ステークホ

ルダー」志向から「シェアホルダー」志向への変

遷過程にあることを意味しているのかもしれな

い。ただし，この「シェアホルダー」志向で，ど

こまで日本企業の「良さ」を継続させることがで

きるのだろうか。
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